
様式第11(第37条関係)
電気通信役務利用放送設備状況及び業務状況報告書
年　　月　　日　
　総務大臣　殿
郵便番号　　　　　　　　　　　　　
住所　　　　　　　　　　　　　
(ふりがな) 　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　
　
 (法人又は団体にあっては、名称及び代表者の氏名。記名押印又は署名)

登録年月日及び登録番号　　　　　　　

　　第37条の規定により、　　年4月1日から　　年3月31日までの電気通信役務利用放送設備の状況及び電気通信役務利用放送の業務の状況を、次のとおり報告します。
(1)
設備の規模
引込端子の数
受信世帯数



　
　


放送が中断された時間数、その原因及び措置内容
発生年月日
時間数
原因
措置

　設備の状況

年　　月　　日
時間
　
　



年　　月　　日
時間
　
　



年　　月　　日
時間
　
　


　別表第1号に有線役務利用放送に係る軽微な変更として掲げられている事項のうち、変更のあったものの有無
　□　有　　　　□　無

(2)


放送番組の概要
衛星役務利用放送
放送番組の名称
契約者数
総放送時間




　
　
時間

(1週間当たり時間)




　
　
時間

(1週間当たり時間)




　
　
時間

(1週間当たり時間)

業務の状況
　
有線役務利用放送
自主放送番組
放送時間




　
1週間当たり　　　　　　　　　　時間




　
1週間当たり　　　　　　　　　　時間




計
　




 新たに再送信同意を得た放送番組の有無
□　有　　　　□　無

　
 放送番 組審議 会　　 
開催年月日
出席者の氏名　　
議題及び審議の経過の概要
備考



年　月　日
　
　
　



年　月　日
　
　
　



年　月　日
　
　
　



年　月　日
　
　
　

(3)
項目
金額(千円)


営業損益
事業損益
事業収入

　契約料

　利用料

　放送料

　放送番組制作料

　放送番組売上料

　その他
　




事業費用

　電気通信役務利用費

　番組制作費

　番組購入費

　道路占用料

　電柱等使用料

　人件費

　販売費

　管理費

　減価償却費

　その他
　

　　　損益計算書







事業外損益
事業外収入
　




事業外費用
　


計
　


営業外収入
　


営業外費用

　支払利息

　その他
　

　
経常損益
　


特別損益
　


税引前当期損益
　


法人税等
　


当期損益
　


当期未処分損益
　

(4)
科目
金額

(千円)
科目
金額

(千円)


資産の部

Ⅰ固定資産

　A有形固定資産

　　1建物

　　2車両運搬具

　　3・・・・

　　有形固定資産合計

　B無形固定資産

　　1・・・・

　　無形固定資産合計

　C投資等

　　1・・・・

　　投資等合計

　固定資産合計

Ⅱ流動資産

　　1現金及び預金

　　2受取手形

　　3・・・・

　流動資産合計

Ⅲ繰延資産

　　1・・・・

　繰延資産合計
　
負債の部

Ⅰ固定負債

　　1長期借入金

　　2(何)引当金

　　3‥‥

　固定負債合計

Ⅱ流動負債

　　1支払手形

　　2短期借入金

　　3‥‥

流動負債合計
　

　　貸借対照表








負債合計
　




資本の部

Ⅰ資本金

Ⅱ法定準備金

　　1‥‥

Ⅲ剰余金

　　1(何)積立金

　　2　当期未処理利益
　




資本合計
　


資産合計
　
負債資本合計
　

　注1　(1)の設備の規模の欄は、電気通信役務利用放送の種類が有線役務利用放送である場合のみ、3月31日現在で記載すること。
　　2　(1)の引込端子の数の欄は、第38条第2項及び第3項の規定により算出した数を記載すること。
　　3　(1)の別表第1号に有線役務利用放送に係る軽微な変更として掲げられている事項のうち、変更のあったものの有無の欄の□には、該当する事項にレ印を付けるとともに、変更の概要を明らかにする書類を添付すること。
　　4　衛星役務利用放送にあっては、(2)の番組の概要の契約者数の欄は、当該3年31日現在で記載すること(ただしPPV等の「契約者数」は年間の総購入回数を記載すること。)。
　　5　有線役務利用放送にあっては、(2)の自主放送番組の欄は、その放送番組の編集に関する基本計画に基づいて、例えば、「地元ニュース」、「娯楽映画」のように記載すること。
　　6　有線役務利用放送にあっては、(2)の新たに再送信同意を得た放送番組の有無の欄の□には、該当する事項にレ印を付けるとともに、その同意書の写しを添付すること。
　　7　(3)の欄は、以下により記載すること。
　　　(1)　消費税等の会計処理は税抜方式により記載すること。
　　　(2)　事業損益の欄は、報告に係る電気通信役務利用放送の業務の損益を記載すること。
　　　(3)　電気通信役務利用放送の種類が衛星役務利用放送である場合は、道路占用料及び電柱等使用料の記載を要しない。
　　8　(3)の欄の記載については、電気通信事業を兼営する電気通信役務利用放送事業者であって、電気通信事業会計規則(昭和60年郵政省令第26号)に基づく損益計算書に、電気通信役務利用放送の業務の損益が明らかになるように記載して提出した場合は、当該損益計算書の写しの添付をもってこれに代えることができる。
　　9　(4)の欄の記載については、一般に公正妥当と認められる会計の原則に従った計算書類の写しの添付をもってこれに代えることができる。
　　10　この様式に使用する用紙の大きさは、日本工業規格A列4番とすること。
　　11　該当欄に全部を記載することができない場合は、その欄に別紙に記載する旨を記載し、この様式に定める規格の用紙に適宜記載すること。

